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まちの未来像「光・緑・人  輝くとよかわ」

本会議の状況

議 案 審 議

　第６次総合計画は、平成28年度から10年間の新たなまちづくりの指針となるも
ので、少子高齢化と人口減少への的確な対応を強く意識し、多くの人に「住みたい」、
「訪れたい」と思っていただけるようなまちづくりのため、「定住促進」や「交流促進」
に寄与する施策を明確にした計画となっています。
　次の４項目をまちづくりの基本方針として設定し、あらゆる行政分野のまちづくり
を総合的に進めます。

１「定住・交流施策を進めます」　　２「シティセールスを進めます」
３「市民協働を進めます」　　　　 ４「行政経営改革を進めます」

第６次総合計画基本構想の策定 原案可決

主
な
討
論
第
６
次
総
合
計
画

基
本
構
想
の
策
定

反
対
!!

　

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
が
進
め
ば
、
駅
周
辺
や
中

心
部
以
外
の
地
域
で
は
人
口
が
大
幅
に
減
り
、
商

業
施
設
や
さ
ま
ざ
ま
な
サ
ー
ビ
ス
が
成
り
立
た
な

く
な
り
、
地
域
で
住
み
続
け
る
こ
と
が
で
き
な
い

可
能
性
が
高
く
な
る
。
財
政
健
全
化
と
し
て
起
債

を
抑
制
し
て
い
る
が
、
子
育
て
支
援
や
地
域
経
済

を
活
性
化
す
る
施
策
を
推
進
す
べ
き
で
あ
る
。
ま

た
、公
共
施
設
適
正
配
置
で
の
小
坂
井
地
区
の
リ
ー

デ
ィ
ン
グ
事
業
は
地
域
住
民
の
総
意
で
決
め
る
必

要
が
あ
る
と
考
え
る
が
、
大
多
数
の
住
民
の
意
見

を
聞
い
て
い
な
い
た
め
、
反
対
す
る
。

賛
成
!!

　

ま
ち
づ
く
り
中
学
生
会
議
、
ま
ち
づ
く
り
市
民

ヒ
ア
リ
ン
グ
、
団
体
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
で
さ
ま
ざ

ま
な
意
見
が
取
り
入
れ
ら
れ
、
市
民
参
画
に
よ
る

総
合
計
画
と
な
っ
て
い
る
。
合
併
前
か
ら
整
っ
て

い
る
各
地
域
の
生
活
基
盤
を
生
か
し
、
駅
周
辺
の

拠
点
と
そ
の
周
辺
地
域
を
公
共
交
通
な
ど
で
結
ぶ

こ
と
で
利
便
性
を
維
持
し
よ
う
と
す
る
コ
ン
パ
ク

ト
シ
テ
ィ
の
推
進
は
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、
公
共

施
設
適
正
配
置
の
推
進
で
は
、
地
元
と
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な
ど
に
よ
り
意
見
を
聞

く
姿
勢
を
継
続
し
て
お
り
、
賛
成
す
る
。

賛
成

①

①リーディング事業
　他の事業に先駆けて行う事業。
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本会議の状況

　12月定例会は、11月27日から12月17日までの21日間を会期として
開かれました。27年度一般会計補正予算を始めとした18議案のほか、
同意１件、報告１件、諮問１件が提出されました。

平成 27年
12 月定例会

○選挙人名簿システム等改修業務委託料（151万2,000円追加）
　選挙権年齢が18歳以上になることによるシステム改修を行うもの

○更生医療費（3,466万8,000円追加）
　人工透析患者増加に伴うもの

○福祉医療費（4,929万4,000円追加）
　後期高齢者及び子ども医療費の増加に伴うもの

○生活保護扶助費（２億2,089万9,000円追加）
　生活保護対象者の増加に伴うもの

○住宅管理費（4,670万円追加）
　市営住宅退去時の修繕及び赤代住宅復旧工事を行うもの

○学校環境対策事業費（2,800万円追加）
　普通教室へのエアコン設置の基本設計を行うもの

一般会計補正予算

○部設置条例及び支所設置条例の一部改正
　

○市税条例等の一部改正
　

○児童館条例の一部改正

条例の一部改正

　健康福祉部を福祉部と子ども健康部に分割し、また、一宮総合支所の地域振興課と生
活窓口課を廃止し、名称を一宮支所にするもの

　市税制度の適正化を図るため、徴収猶予及び換価の猶予を受けるための分割納付等
の方法や申請手続等、また、担保を徴する必要が無い場合等について必要な事項を定め
るもの

　建て替え工事が長期間になることから一旦廃止していたあかさか児童館の工事が本年
度内に完了し、28年度から供用開始するため、項目にあかさか児童館を追加するもの

※会派別賛否の状況については、5ページの議決状況の一覧でご確認ください。

原案可決

原案可決
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本会議の状況

原案可決

○個人番号の利用及び特定個人
　情報の提供に関する条例の制定
　行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律の規定に基づき、市の責務、庁内
で連携する事務の範囲、及び、他の機関への特定個人情
報の提供、規則への委任に関する規定を定めるもの

公の施設に係る指定管理者の指定

28年1月1日から個人番号の利用開始

28年1月1日から個人番号の利用開始

豊川市東部地域福祉
センター

豊川市西部地域福祉
センター

豊川市社会福祉会館

豊川市御油の
松並木資料館

豊川市諏訪
第１公共駐車場

豊川市諏訪
第２公共駐車場

豊川市催事場

豊川市野外センター

豊川市コミュニティ
センター　国府市民館
始め　市民館等30施設

国府小学校区コミュニ
ティ推進委員会　始め
30団体

社会福祉法人
豊川市社会福祉協議会

社会福祉法人
豊川市社会福祉協議会

社会福祉法人
豊川市社会福祉協議会

御油の松並木資料館
運営委員会

赤代児童遊園運営委員会
始め　95団体

一般社団法人
設楽町公共施設管理協会

豊川市開発ビル株式会社

豊川市開発ビル株式会社

国府小学校区コミュニ
ティ推進委員会　始め
30団体

社会福祉法人
豊川市社会福祉協議会

平成31年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

平成33年
　　 ３月31日

任意

任意

任意

任意

任意

任意

任意

任意

御油の松並木資料館
運営委員会

赤代児童遊園運営委員会
始め　95団体

一般社団法人
設楽町公共施設管理協会

豊川市開発ビル株式会社

豊川市開発ビル株式会社

赤代児童遊園
始め　児童遊園及び
ちびっ子広場95施設

施　設　名所　管 現指定管理者 次期指定管理者 指定期間
（満了日）

指定
種別

健康福祉部

市民部

産業部

建設部

教育委員会

原案可決
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■12月定例会 ○賛成・×反対

議決状況の一覧

75　27年度一般会計補正予算（第3号）
76　27年度公共下水道事業特別会計補正予算（第1号）
77　27年度病院事業会計補正予算（第1号）
78　部設置条例及び豊川市支所設置条例の一部改正
79　市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正
80　市税条例等の一部改正
81　児童館条例の一部改正
82　特定環境保全公共下水道事業分担金に関する条例の一部改正
83　消防団員等公務災害補償条例の一部改正
84　個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の制定
85　健康福祉部が所管する公の施設に係る指定管理者の指定
86　市民部が所管する公の施設に係る指定管理者の指定
87　産業部が所管する公の施設に係る指定管理者の指定
88　建設部が所管する公の施設に係る指定管理者の指定
89　野外センターに係る指定管理者の指定
90　市道路線の廃止
91　市道路線の認定
92　第6次総合計画基本構想の策定
同意11　公平委員会の委員の選任につき同意を求めること
報告15　損害賠償の額の決定に関する専決処分の報告
諮問3　  人権擁護委員候補者の推薦

議 　 案 　 名
会 派 別 賛 否 状 況 議 決

結 果

可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
可決
同意
報告
異議ない

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
‒
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
‒
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
‒
○

未 来 公 明 共 産 無会派

未来―とよかわ未来（23）　公明―公明党市議団（3）　共産―日本共産党豊川市議団（2）　
無会派―1人会派（2）　※（　）内は所属人数

報告15については、報告のみで採決はありません。

○
○
×
×
○
○
○
○
○
×
○
○
○
○
○
○
○
×
○
‒
○

　26年度の地方公営企業会計制度の改正に伴い、予算計上を義務づけられた退職給付
引当金の原資の一部を20年の長期間の債券運用による資金管理を行うもの

○投資のための予算を新たに計上（10億円）
　

病院事業会計補正予算 原案可決

本会議の状況

主
な
討
論
27
年
度
病
院
事
業
会
計

補

正

予

算

反
対
!!

　

今
回
の
補
正
予
算
は
、
退
職
給
付
引
当
金
で

地
方
債
な
ど
を
購
入
し
、
公
金
の
運
用
を
図
る

も
の
で
あ
る
。
国
の
財
政
赤
字
は
国
債
の
増
発

に
よ
り
深
刻
で
あ
る
。
国
債
は
税
金
の
先
取
り

消
費
で
あ
り
、
元
利
金
の
支
払
い
が
増
え
る
と

国
民
生
活
関
連
予
算
が
削
ら
れ
る
と
い
う
悪
循

環
を
招
き
か
ね
な
い
。
国
債
の
購
入
は
国
債
発

行
の
後
押
し
に
な
り
、
地
方
債
購
入
も
他
自
治

体
の
借
金
体
質
の
後
押
し
に
な
る
。
ま
た
、
期

間
が
20
年
と
長
期
で
あ
り
、
リ
ス
ク
も
懸
念
さ

れ
る
こ
と
か
ら
反
対
す
る
。

賛
成
!!

　

病
院
事
業
は
、
会
計
制
度
の
変
更
に
よ
り
退

職
給
付
引
当
金
の
計
上
が
義
務
化
さ
れ
、
昨
年

度
末
時
点
で
約
26
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
を
原
資
と
し
て
投
資
有
価
証
券
に
よ
る
運

用
を
す
る
も
の
で
、
病
院
建
設
に
伴
う
経
常
収

支
の
マ
イ
ナ
ス
が
見
込
ま
れ
る
中
、
収
支
黒
字

化
に
向
け
て
の
経
営
努
力
の
一
環
で
あ
る
と
認

識
し
て
い
る
。
ま
た
、
購
入
す
る
債
券
は
元
本

保
証
の
あ
る
こ
と
を
条
件
と
し
、
投
資
リ
ス
ク

を
十
分
考
慮
さ
れ
、
地
方
公
営
企
業
法
の
基
本

原
則
に
基
づ
い
て
お
り
、
賛
成
す
る
。

賛
成


